
の、量的な拡大を求めることは難しい。インバウンド
やアジア人の就業機会の増大が一つの契機となり、今
後、質とともに量を求めてアジア市場へ関心を寄せる
電気工事会社は増えていく。
　４０年前、大手メーカーのアジアでの工場新設に関
わり、以来、アジア市場を拡大し続け、今年７月に創
業１００年を迎えた、栗原工業株式会社常務取締役・
栗原祥浩氏に話を伺った。

　一頃、アジア市場へ進出する電気工事会社といえば、
電力系あるいはメーカー系の大手電気工事会社にほぼ
限られていたが、ここ数年、独立系と称される、オー
ナー経営による中堅・大手の電気工事会社がアジア市
場へ拠点を設ける動きが散見される。
　国内の建築市場の成熟化とともに生活の質を求める
流れが加速していくなか、生活の質に最も関わる度合
いが深い電気工事業の未来には明るいものがあるもの

井口　シンガポール支店で、官庁の大型工事を受注し
ています。
栗原　シンガポールの公安局から約 40 億円の大型工
事を受注しました。全体的に受注が増える傾向にある
なかで、今回、大型工事を受注したため、受注高が前
年の 101億円から 187億円と大幅に増えています。
　官庁工事といっても、国の仕事もあれば、政府系投
資会社の仕事もあり、いろいろです。政府系投資会社
がデベロッパーとなって、オフィスビルや商業ビルを
建設するのですが、シンガポールでは、分離 NSC 方
式（Nominated Sub Contractor　発注者が直接、
下請業者を選定し、元受業者はその下請業者と契約を
行い、下請け業者の管理面における責任を負う契約方
式）で発注されるケースが多いので、建築と設備、電
気それぞれ別々に入札します。
井口　ゼネコンでは大林組さんの仕事が多いそうです
が。
栗原　以前からお取引をさせていただいていました
が、私が 20 年程前にシンガポールに駐在していた時
に、大学（早稲田大学理工学部建築学科）の OB 会の
会長が大林シンガポールの支店長で、そのご縁で仕事
をいろいろいただきました。
　ある時、政府系デベロッパーの大型ビルを大林組さ
んが受注し、設計事務所の支援もあって、当社が電気
工事をお手伝いすることになりました。電気工事と空
調工事で合わせて約 50 億円の大型工事です。シンガ
ポールは地盤が固いために地震がないのですが、地盤
が固いために高層ビルの地下工事は非常に難しさが伴
います。大林組さんも大変ご苦労されました。
　空調に関しては、日本のように冷暖房機能の必要は
なく、冷房のみなので、空調はシンプルです。施工の
仕様や規格なども、シンガポールはイギリスの植民地
でしたからイギリス方式がベースで、日本に比べると
配管などはシンプルで、露出系が多いです。
井口　日本市場と異なる点は、どのようなことでしょ
うか。
栗原　大きな違いは、外国人労働者を雇うということ
だと思います。インド人、中国人などの労働者を外国

アジアでは若者を中心に人材の流動化（ジョブホッピ
ング）が激しい

井口　国内の電気工事市場が成熟化しているなかで、
アジア市場に目を向ける独立系の電気工事会社が散見
されますが、栗原工業さんがアジア市場へ参入したの
は 40年以上も前です。
栗原　住友化学さんのお仕事を国内で長い間、請けて
おりますが、住友化学さんがシンガポールに工場を建
設されるというので、私どもも電気工事会社としてお
手伝いさせていただき、それが契機となって、1979
年（昭和54年）にシンガポール支店を開設し、今に至っ
ています。
　当初は、日本のエンジニアが工場内のメンテナンス
を中心に仕事を請けていましたが、その後は新入社員
のような形で採用した若いシンガポール人スタッフに
仕事を覚えてもらい、徐々にシンガポール人が中心と
なって仕事をこなしていく、現在のスタイルに変わっ
ていきました。
井口　現地での人の採用はどのように進めていかれた
のでしょうか。
栗原　シンガポールには日系の商社やメーカーなどさ
まざまな企業が既に進出していましたので、現地のい
ろいろな日本人ネットワークに加わるなかで、シンガ
ポール人をどのように採用し、雇用するかを勉強しま
した。
　現在（2019 年 1月 1日）、社員は 462 人で、内訳
は日本人 7人、現地社員 390 人、施工社員 146 人と
なっています。
井口　シンガポール支店の売上は現在どのぐらいなの
でしょうか。
栗原　2018 年の売上は 124 億円です。受注は、官
庁の大型工事を受注したために 187 億円と過去最高
となっています。
　得意先の 7 割くらいがローカル企業で、残る 3 割
が日系および欧米を中心とした外資系となります。
ローカル企業の半分はメーカーさんで、半分がゼネコ
ンさんといった感じです。

人、栗原ベトナム社271人、栗原タイランド社179人、
栗原ミャンマー社 25 人、合わせて 930 人（2019 年
1 月 1 日現在）に上りますが、どのような管理システ
ムを採っているのでしょうか。
栗原　基本は、日本の栗原工業で行っている分権型の
管理システムを導入していますが、うまく機能してい
ます。
　各グループを作ってグループごとにマネージャーに
マネジメントさせるやり方で、マネージャーはシンガ
ポール人、タイ人、ベトナム人など、各地域の現地の
社員が就いています。受注から工事までの仕事のやり
方もベーシックで、日本で確立したものを海外でも同
じように行っています。
　マネージャーはだいたい 60 歳前後なので、辞めま
せん。退職が多いのは、20歳代ですね。
井口　海外市場に進出して既に 40 年になりますが、

から連れてきて、仕事をしてもらうということが、日
本とは大きく異なります。
　言葉は英語ですが、語学の問題よりも、むしろジョ
ブホッピングっていいますが、転職を繰り返して自分
自身をキャリアアップさせていく考え方が、20 歳代
あるいは 30 歳代では強いので、ジョブホッピングに
どのように対応するかが課題だと感じています。将来、
マネージャーやプレジデントを目指すといったよう
に、出世意欲も強いですし・・。

海外工事における工事粗利益率は国内よりも 3～ 4％
低い

井口　海外拠点で従事している日本人は 19 人で、施
工社員を含めた現地の人数はシンガポール支店 455

た素晴らしい人脈を得られるということも大きなビジ
ネスメリットだと思います。
　お客様のなかには、シンガポールでゴルフ仲間だっ
た方が日本に戻り、役員工場長になられ、その後、社
長に就任された方もいらっしゃいます。とにかく、海
外で日本人同士がお付き合いすると、その距離感が
まったく違うために、日本での 1 年が海外では 3 年
か 5 年に相当するスピード感があるので、親しくなる
のも凄く早いわけです。これは良いことかも知れませ
んね。お互いに外国人という立場で駐在しているので
寂しいですし、心細いのです。それを慰め合う。もう
20 年前の話ですが、今の若い世代はもう少しドライ
になっているかも知れません。

ベトナムをアジアの積算センターにする

井口　今年 3 月に栗原ミャンマー社を開設しました
が、その背景を教えてください。
栗原　スズキ自動車やトヨタが進出してきますし、
ローカルの仕事などもこれからは増えていくことを見
込んで開設しました。また、シンガポール支店でミャ
ンマー人スタッフを10人以上雇用していますが、ミャ
ンマー経済が発展をし始めたので彼らがミャンマーへ
戻りたいというので、それであれば彼らの受け皿とな
る会社を設立すれば、お客さま在りきは当然ですが、
スタッフも在りき、ですので、今年 3 月に栗原ミャン
マー社を開設したわけです。
　今、営業的にチャレンジしているのは日系の自動車
関連やゼネコンさん関連ですが、あとシンガポール支
店で繋がりのある得意先が何社かありますので、受注
を増やしていければと考えています。
井口　海外で工事を手掛ける際、日本で行われている
建設業許可のような制度はあるのですか。
栗原　許可制かどうかは分かりませんが、シンガポー
ルでは厳密に業者をグレード１からグレード５くらい
まで分けています。そのグレードによって受注できる
金額が制限されています。シンガポールだけの国が出

運営するうえで最も難しい点はどういうところです
か。
栗原　ローカルスタッフに任せている部分が非常に大
きいので、どうしても人とお金の面においては不透明
なところが出てきます。例えば発注金額が何でこうい
う金額になっているのか、とか。なぜ、この業者に頼
んでいるのかとか。日本人では手を入れられない部分
はあります。その部分をチェックしようとすると反発
して辞めてしまいます。
　ですから、できるだけ透明化を図るためにミーティ
ングの回数を増やすなどしていますが、やはり限界が
あると感じています。それがどのような結果に繋がっ
ているのかというと、仮に日本での工事粗利益率を
10％とした場合、海外拠点ではおそらく 6～ 7％と、
日本に比べて 3～ 4％低くなります。
井口　海外拠点を設けていることで得られるビジネス
メリットとしてはどのようなことがあるのでしょう
か。
栗原　シンガポールや海外で仕事を行っているなかで
メリットを感じるのは、逆輸入パターンといいますか、
海外で取引が始まったお客さまと日本でご縁が広がる
ケースが最近増えている気がします。
　例えば、外資系のお客さまでいいますと、半導体ソ
リューションの世界的なプロバイダでマイクロンテク
ノロジという、アメリカに本社を構える大手の会社が
ありまして、シンガポールで取引が始まって 5～ 6
年経ちますが、マイクロンさんが広島に工場を建設す
るにあたり、シンガポールでの繋がりで電気工事を受
注することができました。日系のお客さまでも、ベト
ナムで取引がスタートしたヤマハ発動機さんなどはこ
れまで日本でのお取引はありませんでしたが、ベトナ
ムでのご縁で、日本でもお付き合いをさせていただい
ております。
　海外に駐在すると、次期幹部候補の方や将来を嘱望
される方々と巡り合う機会が多くなります。海外で何
年かお付き合いさせていただいた方が、日本に戻られ
て支店長になったり、役員に就いたり、さらに社長に
就任するといったことが意外と多くあります。そうし

れているのでしょう
か。
栗原　これからどんど
ん進めていこうとして
います。ベトナム人で
日本に来たいという現
地の社員は少なくあり
ません。現場管理を軸
に 3 年から 5 年ぐら
いの間さまざまな教育
を行い、ベトナムへ
戻って幹部になる、と
いったルーティンとい
うか、流れを作ってい
きたいと考えていま
す。
　日本人を海外研修と
いう形で、若い社員を
ベトナム・ホーチミン
に派遣しています。日

本で工事を 5～ 6年経験させた後に海外研修として 2
年間出して、海外で仕事を続けたいと思うのであれば、
そのまま海外で頑張ってもらい、水が合わないという
のならば日本に戻って仕事をしてもらう。そうした社
員をこれから増やしていこうと思っています。
井口　現在、海外研修でベトナムに行っているのは何
人ですか。
栗原　1 人だけです。実際に駐在している人は何人か
いますが、彼らは自ら希望して駐在していますが、駐
在する勇気はないものの、研修で海外市場を経験した
いという社員はいるので、そういった社員に門戸を広
げてあげられれば、新たな成長に繋がると期待してい
ます。
井口　ベトナムに関しては、人材の交流以外で何か計
画していることは他にあるのでしょうか。
栗原　ベトナムでチャレンジしようと思っていること
は積算業務です。日本から図面をデータで送り、ベト
ナムで教育をした社員が積算を行えればコストパ

している承認のような位置付けだと思いますが、グ
レード 1 が最も上位に位置していまして、公共工事や
民間工事において金額の制限を受けずに仕事を受注す
ることができます。
　30 年程前からそうしたルールが徐々に整備されて
きまして、栗原工業シンガポール支店はグレード 1 で
すが、これまでの最大のプロジェクトは 70 億円の M
＆E（電気工事と空調工事）です。サムスンさんの仕
事で、オフィス系のビルです。私が副支店長時代に受
注しましたが、その大型工事をなんとかクリアーし、
そこから一気に業績がアップしました。20 年前のシ
ンガポール支店の年間売上は 50～ 60 億円で、
2018 年は 124 億円を上げましたが、当時、大型工
事の受注にチャレンジしたからこそ今がある、という
ことははっきりと言えます。
井口　国内では労働力不足が大きな課題となっていま
すが、海外拠点に在籍している外国人を含めたグルー
プ内での雇用の流動化については、どのように捉えら

　民間のビル工事はゼネコンさんから受注しますが、
残りの 2/3 は大半がエンドユーザーさんからの受注
になります。ゼネコンさんでは、大林組、竹中工務店
がトップ 2 になりますが、関東のスーパーゼネコンさ
んとか、準大手あるいは中堅のゼネコンさんなど、幅
広くお取引をさせていただいています。ただ、ゼネコ
ンさんの工事でも、デベロッパーさんや阪急グループ
さんとかの施主に絡んだ仕事も少なくありません。
井口　2019年 9月期はいかがでした。
栗原　完工高は、シンガポール支店を含めて約 900
億円で、タイ、ベトナム法人を入れると全体で 1000
億円程度になります。
　国内だけですと 700 億円くらいで、そのうち大阪
本店が 250 億円、東京本店が 150 億円、横浜支店が
70 億円程度で、残りの 230 億円が四国、九州などの
地方になります。首都圏の建設投資額からみると、東
京本店、横浜支店の売上はまだまだ少ないと思います。
ですから、伸ばしたい。東京本店と横浜支店で 300
億円は目指したいです。
　会社を東京圏と大阪圏、地方と海外４ブループ（シ
ンガポール支店、栗原ベトナム社、栗原タイランド社、
栗原ミャンマー社）に分けた場合、東京圏 300 億円、
大阪圏 300 億円、地方 200 億円、海外 200 億円と
いうのが目標とする一番の理想形です。
井口　ありがとうございました。

フォーマンスとともに生産性が上がると考え
ています。今年 6 月に実際にベトナムへ行っ
て、ミーティングをしていろいろと話もしま
した。
　ベトナムを拠点とするのは、人の面とコス
トの両面で最適だからですが、今後、ベトナ
ムをアジアの積算センターとして育てていけ
たらベストと捉えています。

アジアの栗原工業を目指し、次の 100 年を挑
戦する

井口　今年 7月、創業 100年を迎えました。
栗原　現在、世界人口は 77 億人いて、30 年後に
100 億人に増えると言われています。そのうちの半分
以上がアジアの国々で占められるとされるので、我々
はアジアが世界経済の成長エンジンになると思ってい
ます。ですから日本の栗原（工業）、アジアの栗原（工業）
になることを思って、次の 100年を挑戦したいと思っ
ています。
　数カ月に 1 回、日本で全社的な経営会議を幹部社員
30 人前後で行っていますが、今後も分権型経営は堅
持していきます。マイクロマネジメントみたいなこと
はしません。社会の大きな流れのなかで、創業以来、
培ってきたブランド力みたいなものは大事にしていき
たいと思っています。
　関西電力さんの仕事から始まりましたが、工場とい
いますか、エンドユーザーあるいは施主を大切にして
事業を継続していくという考え方は創業以来ずっと根
付いています。ですから直需の得意先は、小規模なお
客様から大手企業まで合わせると数千社に上ります。
井口　2018 年 9 月期は 886 億円を完工しましたが、
工事内容はどのような比率になっているのですか。
栗原　大雑把な比率で申しますと、民間のビル工事が
1/3、工場関連が 1/3、それ以外が 1/3 です。それ以
外というのは、官公庁工事とか、最近ですと太陽光発
電関連、あと空調衛生工事などが含まれます。
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